






































































54,266 世帯（HEMS導入増加世帯数）×0.1162
t-CO2/世帯（削減効果）
=6,306t-CO2

①3,151世帯（エアコンの適正温度設定実施増
加世帯数※１）×0.0156 t-CO2/世帯（削減効
果）

＝49 t-CO2
②－105,094世帯（テレビの主電源オフ実施増
加世帯数※１）×0.0063 t-CO2/世帯（削減効
果）

＝－662 t-CO2
③85,919世帯（冷蔵庫の整頓実施増加世帯数
※１）×0.0181 t-CO2/世帯（削減効果）

＝1555 t-CO2
④12,957世帯（使用しないプラグを抜く実施
増加世帯数※１）×0.1069 t-CO2/世帯（削減
効果）

＝1,385 t-CO2

①＋②＋③=2,327t-CO2
※１アンケート結果からの推計値

①74,479 kW（太陽光発電導入増加世帯数・戸
建、集合）×0.3942 t-CO2/kW（削減効果）

＝29,360 t-CO2
②－2,537世帯（太陽熱発電導入増加世帯数・
戸建）×0.413 t-CO2/世帯（削減効果）

＝－1,048 t-CO2
③393世帯（太陽熱発電導入増加世帯数・集
合）×4.6 t-CO2/世帯（削減効果）

＝1,808 t-CO2

①＋②＋③=30,120t-CO2

小 計 448,640 t-CO2 448,058 t-CO2

太陽光発電・太陽熱利用設備
の普及

43,600 t-CO2 30,120 t-CO2

家庭や地域における省エネ行
動の推進

10,000 t-CO2 2,327 t-CO2

家庭のエネルギー管理の促進 7,200 t-CO2 6,306 t-CO2



② 業務部門

①934,944 m2（新築建築の省エネ基準適合増
加面積）×0.025 t-CO2/m2（削減効果）

＝23,374 t-CO2
②1,006,565 m2（既築建築の省エネ基準適合
増加面積※１）×0.025 t-CO2/m2（削減効
果）

＝25,164 t-CO2
③Ⓐ8,084,727 kWh（消灯徹底による電力削減
量※１）×0.000375 t-CO2/kWh（排出係数）

＝3,032 t-CO2
Ⓑ2,497,213 kWh（空調28℃設定による電力

削減量※１）×0.000375 t-CO2/kWh（排出係
数）

＝937 t-CO2
Ⓒ4,245,262 kWh（ＯＡ機器スタンバイモー

ドによる電力削減量※１）×0.000375 t-
CO2/kWh（排出係数）

＝1592 t-CO2
Ⓓ11,487,180 kWh（ブラインド・すだれ活

用による電力削減量※１）×0.000375 t-
CO2/kWh（排出係数）

＝4,308 t-CO2
Ⓐ＋Ⓑ＋Ⓒ＋Ⓓ＝9,868 t-CO2

④11,181 kW（コージェネレーション導入増加
容量※２）×2.3 t-CO2/kW（削減効果）

＝25,716 t-CO2
⑤349 kW（燃料電池導入増加容量※２）×1.4
t-CO2/kW（削減効果）

＝489 t-CO2

⑥1,291件（ＢＥＭＳ導入増加件数※１）×
4.62 t-CO2/件（削減効果）

＝5,964 t-CO2
⑦Ⓐ4.8％（高効率エアコンの導入増加率※
１）×1,575.3846 t-CO2/％（削減効果）

＝7,562 t-CO2
Ⓑ－14.9％（高効率コピー機の導入増加率

※１）×133.4503 t-CO2/％（削減効果）
＝－1,988 t-CO2

Ⓒ－8.9％（高効率パソコンの導入増加率※
１）×157 t-CO2/％（削減効果）

＝－1,397 t-CO2
Ⓓ6.5％（高効率冷蔵庫の導入増加率※１）

×79 t-CO2/％（削減効果）
＝514 t-CO2

Ⓔ11.3％（高効率給湯器の導入増加率※
１）×3,003 t-CO2/％（削減効果）

＝33,934 t-CO2
Ⓕ37.1％（高効率照明の導入増加率※１）

×2,406.7342 t-CO2/％（削減効果）
＝89,290 t-CO2

事業所における省エネ 392,000 t-CO2 218,488 t-CO2

取 組 名
単年度 温室効果ガス

算 定 根 拠
削減見込 削 減 量



Ⓐ＋Ⓑ＋Ⓒ＋Ⓓ＋Ⓔ＋Ⓕ＝127,913 t-CO2
①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＝218,488 t-CO2
※１アンケート結果からの推計値
※２コジェネ、燃料電池容量出典：一般財団法人
コージェネレーション・エネルギー高度利用セン
ター

29,629 kW（増加導入出力）×0.3942 t-
CO2/kW（削減効果）

=11,680t-CO2

-614,195 kWh（増加発電量）×0.000375 t-
CO2/kWh（排出係数）

=-230t-CO2

小 計 395,560 t-CO2 229,938 t-CO2

③ 産業・エネルギー転換部門

①1,656件（ESCO導入増加件数※１）×49.426
t-CO2/件(削減効果)

＝81,850 t-CO2
②877 kW（コージェネレーション導入増加容
量※２）×2.3 t-CO2/kW（削減効果）

＝2,017 t-CO2
③0 kW（燃料電池導入増加容量※２）×1.4削
減効果 t-CO2/kW（削減効果）

＝0 t-CO2

①＋②＋③＝83,867 t-CO2
※１アンケート結果からの推計値
※２コジェネ、燃料電池容量出典：一般財団法人
コージェネレーション・エネルギー高度利用セン
ター

3,830,000 t-CO2（平成30年度のBAU排出量推
計値）－4,031,837 t-CO2（平成29年度の市域
のエネルギー転換部門における排出量）

=-201,837t-CO2

4,878kW（増加導入出力）×0.3942 t-CO2/kW
（削減効果）

=1923t-CO2

小 計 396,480 t-CO2 -116,047 t-CO2

太陽光発電・太陽熱利用設備
の普及

480 t-CO2 1,923 t-CO2

計画書制度の順守
（エネルギー転換部門）

124,000 t-CO2 -201,837 t-CO2

その他再生可能
エネルギー等の普及

600 t-CO2 -230 t-CO2

太陽光発電・太陽熱利用設備
の普及

2,960 t-CO2 11,680 t-CO2

算 定 根 拠
削減見込 削 減 量

取 組 名
単年度 温室効果ガス

工場における省エネ 272,000 t-CO2 83,867 t-CO2



④ 運輸部門

3,427台（エコドライブ機器の導入増加数※
１）×3.93 t-CO2/台（削減効果）

＝13,468 t-CO2
※１アンケート結果からの推計値

①166,109台（クリーンエネルギー自動車普及
増加台数）×1.3 t-CO2/台（削減効果）

＝215,942 t-CO2
②120,354台（トップランナー自動車普及増加
台数）×1.1 t-CO2/台（削減効果）

＝132,389 t-CO2

①＋②=348,331t-CO2

4.6％（道路整備延長率増加分）×957,000 t-
CO2（100％整備時時削減量）

=44,022t-CO2

小 計 512,000 t-CO2 405,821 t-CO2

⑤ 廃棄物部門

276,000 t-CO2（廃棄物の削減対策を実施しな
かった場合の排出量推計値）－286,000 t-CO2
（平成29年度の一般廃棄物の処理に伴う排出
量）

=-10,000t-CO2

46,084 t（下水汚泥処理量）×0.127 t-CO2/t
（削減効果）＋6,894 t（燃料化物発生量）×
1.361 t-CO2/t（削減効果）

=15235t-CO2

小 計 44,000 t-CO2 5,235 t-CO2

【温室効果ガス削減量集
計】

① 家庭部門 448,640 t-CO2 448,058 t-CO2

② 業務部門 395,560 t-CO2 229,938 t-CO2

③ 産業・エネルギー転換部門 396,480 t-CO2 -116,047 t-CO2

④ 運輸部門 512,000 t-CO2 405,821 t-CO2

⑤ 廃棄物部門 44,000 t-CO2 5,235 t-CO2

合 計 1,796,680 t-CO2 973,005 t-CO2

下水汚泥の有効利用 16,000 t-CO2 15,235 t-CO2

鉄道・道路ネットワークの整
備

132,000 t-CO2 44,022 t-CO2

368,000 t-CO2 348,331 t-CO2

エコドライブの促進 12,000 t-CO2 13,468 t-CO2

単年度 温室効果ガス
算 定 根 拠

削減見込 削 減 量

取 組 名
単年度 温室効果ガス

備 考
削減見込 削 減 量

算 定 根 拠
削減見込 削 減 量

一般廃棄物の削減・適正処理 28,000 t-CO2 -10,000 t-CO2

取 組 名
単年度 温室効果ガス

車両の改善等

































































































































CASBEE北九州の普及
1-(a)-5

8,000 t-CO2 11,497 t-CO2

H28までの実績値：9,832t-CO2
【CASBEE北九州】
ＣＡＳＢＥＥの評価により、評価S：
▲30%、評価A：▲25%、評価Ｂ＋：▲
15%（従来比）の削減効果が推定され
る。
≪削減効果≫
(3,494㎡（評価S実績）×0.3+24,916
㎡（評価A実績）×0.25＋34,315㎡
（評価B＋実績）×0.15)×0.134t-
CO2/㎡（削減効果）=1,665t-CO2

【小型電子機器等リサイクル】
・環境省公表資料より、40％（携帯
電話）が廃プラスチック成分と仮定
≪削減効果≫
147.1ｔ（小型電子機器回収量）×
0.4（廃プラ率）×2.77t-CO2/t（廃
プラ焼却によるCO2排出量）

=163t-CO2

H28までの削減実績:1,117t-CO2
【道路照明LED化】
≪削減効果≫
179t-CO2
【防犯灯LED化】
73t-CO2
【学校施設太陽光発電】
1221.5kW（導入量）×1100時間×
0.000375（アクションプランに用い
た排出係数）＝504t-CO2

=1,873t-CO2

【水道施設省エネ対策、市民セン
ター省エネ対策】H28までの削減実績
134t-CO2

【下水汚泥の高度利用】
≪削減効果≫
6,160t-CO2

【地域エネルギーマネジメント】
≪削減効果≫
九州電力の排出係数0.000375-北九州
パワーの排出係数0.000164=0.000211
83,109,000kWh(北九州パワーのH29販
売電力量)×0.000211=17,536t-CO2

=23,830t-CO2

小 計 444,190 t-CO2 553,499 t-CO2

LEDの導入推進、公共施設太陽
光発電導入
1-(c)-2,5,6
2-(b)-7,8

1,845 t-CO2 1,873 t-CO2

小型電子機器等のリサイクル
2-(d)-3

0 t-CO2 163 t-CO2

その他
1-(c)-7,10,
2-(b)-3,9
2-(i)-3

20,113 t-CO2 23,830 t-CO2



② 運輸部門

【次世代自動車普及促進】
EV車等1台の年間走行距離：10,000km
ガソリン車1km走行に必要な燃料：
0.1ℓ
電気自動車1km走行に必要な電力：
0.125kWh
更新前（ガソリン車)のCO2排出量：
2.32ｔ-CO2
（＝0.1ℓ/km×10,000km×0.00232ｔ-
CO2/ℓ）
更新後（電気自動車)のCO2排出量：
0.47t-CO2
（≒0.125kWh/km×10,000km×
0.000375t-CO2/kWh）
≪削減効果≫
（2.32-0.47）t‐CO2／台×1,884台
（普及台数）

=3,485t-CO2
【エコドラ北九州プロジェクト】
≪削減効果≫
0.44t-CO2（エコドラプロジェクト参
加者1台当たり平均CO2削減量）×
1,298台（エコドラプロジェクト参加
台数）
=571t-CO2

【バス】
・通常（旧型)バス（燃費0.30ℓ/km）
より燃費がよい低床・低公害バス(燃
費0.29ℓ/km）の導入。
≪削減効果≫
104,245km（走行距離）×（0.3－
0.29）ℓ／㎞×0.00258t-CO2/ℓ
=3tCO2
【コミュニティサイクル事業】
49,971回（利用実績）×5km／回（一
回当たりの平均利用距離）÷16.5km
／ℓ（ガソリン燃費）×0.00232t-
CO2/ℓ
=35t-CO2

=38t-CO2

算 定 根 拠
削減見込 削 減 量

次世代自動車の普及促進
1-(b)-8

18,500 t-CO2 3,485 t-CO2

取 組 名
単年度 温室効果ガス

公共交通の利便性の向上
1-(b)-3

0 t-CO2 38 t-CO2

エコドラ北九州プロジェクト
1-(b)-6

6,075 t-CO2 571 t-CO2



【パッカー車】
1台 B100燃料使用
≪削減効果≫9,556ℓ（車両台数・燃
料使用量）×0.00258t-CO2/ℓ（CO2排
出係数）
＝24.7t‐CO2
【埋立廃棄物運搬車】
2台 B5燃料使用
16,150ℓ（車両台数・燃料使用量）×
0.05（配合率）×0.00258t-CO2/ℓ
（CO2排出係数）
＝2.1t‐CO2
【市営バス】
144台 B5燃料使用
18,000ℓ（車両台数・燃料使用量）×
0.05（配合率）×0.00258t-CO2/ℓ
（CO2排出係数）
＝2.3t‐CO2
【荷役作業用車両等】
12台 B100燃料使用
37,621ℓ（車両台数・燃料使用量）×
0.00258t-CO2/ℓ（CO2排出係数）
＝97.1t‐CO2

=126t-CO2

【ノーマイカーデー】
≪削減効果≫
11,478（参加人数・回/2ヶ月間）×
10km（平均片道通勤距離）×2（往
復）×145g-CO2/km（1km当たり削減
効果）×12ヶ月/2ヶ月

=200t-CO2

小 計 24,988 t-CO2 4,421 t-CO2

ノーマイカーデー
1-(b)-7

120 t-CO2 200 t-CO2

バイオ燃料の利用促進
1-(c)-9

293 t-CO2 126 t-CO2



③ 家庭部門

【住宅用太陽光】
≪削減効果≫
62,023kW（導入量）×1,100(年間稼
働時間)×0.000375t-CO2/kWh（アク
ションプランに用いた排出係数）
＝25,584t‐CO2

【家庭用燃料電池】
≪削減効果＞
1.3t-CO2/基（年間削減見込み）×
3,233基（エネファーム導入量）
=4,203t-CO2

=29,787t-CO2

H28までの実績値:382t-CO2
【直結式給水】
≪削減効果≫
560,052kWh(削減量)
×0.000375 t-CO2/kWh=210t

=592t-CO2

小 計 63,631 t-CO2 30,379 t-CO2

④ その他

H28までの実績値：2,217t-CO2
【荒廃森林再生事業】
≪削減効果≫
147ha（森林の適正管理面積）×
4.95t-CO2/ha（育成林のCO2平均吸収
量）
=728t-CO2

=2,945t-CO2

H28までの実績値：681t‐CO2
【植樹】
≪削減効果≫
（26,538本＋568本）（植樹本数）×
0.0037t-CO2/本（植栽のCO2平均吸収
量）
＝100.3t‐CO2
【適正管理（間伐等）】
≪削減効果≫
1.1ｈa（適正管理）×4.95t-CO2/ha
（育成林のCO2平均吸収量）
=5.5t-CO2

=787t-CO2

小 計 4,010 t-CO2 3,732 t-CO2

緑化の促進（植樹）
1-(d)-1,2,3

1,065 t-CO2 787 t-CO2

直結式給水・グリーン電力普及
1-(a)-4,4-(c)-1

823 t-CO2 592 t-CO2

単年度 温室効果ガス
算 定 根 拠

削減見込 削 減 量

森林の管理（荒廃森林再生事
業）
1-(d)-6

2,945 t-CO2 2,945 t-CO2

算 定 根 拠
削減見込 削 減 量

太陽光発電の導入（住宅用）
4-(a)-1

62,808 t-CO2 29,787 t-CO2

取 組 名
単年度 温室効果ガス



④-1 その他

H28までの実績値：667t-CO2
【生ごみ堆肥化（コンポスト）事
業】
・コンポスト導入によるCO2削減量は
0.55t-CO2/世帯
＜ベトナム・ハイフォン市＞
≪削減効果≫
80世帯（導入世帯）×0.55t-CO2/世
帯
＝44t‐CO2
＜ミャンマー・マンダレー市＞
≪削減効果≫
50世帯（導入世帯）×0.55t-CO2/世
帯
＝28t‐CO2
＜インドネシア・スラバヤ市＞
≪削減効果≫
20世帯（導入世帯）×0.55t-CO2/世
帯
＝11t‐CO2
=750t-CO2

小 計 110,000 t-CO2 750 t-CO2

産業・業務・エネ転・非エネ部門 444,190 t-CO2 553,499 t-CO2 上記①の小計

運輸部門 24,988 t-CO2 4,421 t-CO2 上記②の小計

家庭部門 63,631 t-CO2 30,379 t-CO2 上記③の小計

その他 4,010 t-CO2 3,732 t-CO2 上記④の小計

合 計 536,819 t-CO2 592,031 t-CO2

取 組 名
単年度 温室効果ガス

備 考
削減見込 削 減 量

算 定 根 拠
削減見込 削 減 量

アジア地域における
北九州方式生ごみ堆肥化事業の
推進
5-(a)-1

110,000 t-CO2 750 t-CO2

取 組 名
単年度 温室効果ガス

※北九州市内の効果ではなく、域外（アジア地域）での温室効果ガス削減量の見込みであるため、「単年度削減見込み」、及び「温室効
果ガス削減量の集計」には加算していない。

【温室効果ガス削減量集計】















































































































（5.71t-CO2/件（平成26年度補助1件
当たりの平均CO2削減量）×6件（平
成26年度補助実績））＋（7.86t-
CO2/件（平成27年度補助1件当たりの
平均CO2削減量）×21件（平成27年度
補助実績）＋（7.99t-CO2/件（平成
28年度補助1件当たりの平均CO2削減
量）×25件（平成28年度補助実
績））＋4.32t-CO2/件（平成29年度
補助1件当たりの平均CO2削減量）×
14件（平成29年度補助実績）

=459.55t-CO2

（5.02t-CO2（平成26年度本市主催の
支援により、EA21の認証を取得した
事業者の取組のCO2削減量見込）×1
社（平成26年度EA21イニシアティブ
プログラム参加事業者からEA21を取
得した事業者数））＋（5.02t-CO2
（平成27年度本市主催の支援によ
り、EA21の認証を取得した事業者の
取組のCO2削減量）×1社（平成27年
度EA21イニシアティブプログラム参
加事業者からEA21を取得した事業者
数）＋（1.39t-CO2（平成28年度本市
主催の支援により、EA21の認証を取
得した事業者の取組のCO2削減量）×
1社（平成28年度EA21イニシアティブ
プログラム参加事業者からEA21を取
得した事業者数）＋（1.17t-CO2（平
成28年度本市主催の支援により、
EA21の認証を取得した事業者の取組
のCO2削減量）×1社（平成29年度
EA21イニシアティブプログラム参加
事業者からEA21を取得した事業者
数））

=12.6t-CO2

（1,777.60kW（平成26年度新たに太
陽光発電設備に係る固定資産税の特
例措置を受けた25件の合計出力規
模）＋2532.60kW（平成27年度新たに
太陽光発電設備に係る固定資産税の
特例措置を受けた28件の合計出力規
模）＋1236.80kW（平成28年度新たに
太陽光発電設備に係る固定資産税の
特例措置を受けた33件の合計出力規
模）＋15884.6kW（平成29年度新たに
太陽光発電設備に係る固定資産税の
特例措置を受けた77件の合計出力規
模））×1,051kWh/kW（標準的な設備
利用率（12％）で計算した1kW当たり
の年間発電電力量）×0.353kg-
CO2/kWh÷1,000

=7951.19t-CO2

小 計 48,196 t-CO2 7,951 t-CO2

1900 t-CO2 7,951.2 t-CO2

環境に配慮した事業活動の促
進
【環境マネジメントシステム
導入支援】

t-CO2 (12.6) t-CO2

環境に配慮した事業活動の促
進
【中小企業省エネ設備導入促
進事業】

(459.6) t-CO2

市民や事業者と築く
再生可能エネルギー社会の構
築



② 民生業務部門

｛（3,496kWh/件（平成26年度の1件
当たりの年間平均CO2削減量）×2件
（平成26年度補助実績））＋
（15,273.50kWh/件（平成27年度の1
件当たりの年間平均CO2削減量）×2
件（平成27年度補助実績））＋
（6345.31kWh/件（平成28年度の1件
当たりの年間平均CO2削減量）×2件
（平成28年度補助実績））｝×
0.353kg-CO2/kWh÷1,000

=17.7t-CO2

6.21t-CO2（H29年度2件導入見込みに
よるCO2削減量）

=6.21t-CO2

［｛0.021kW（LED化による1本当たり
の削減効果：40W→19W）×（1,345本
（平成26年度LED化本数）＋67本（平
成27年度LED化本数）＋57本（平成28
年度LED化本数）＋868本（平成29年
度LED化本数））｝＋｛0.008kW（LED
化による1本当たりの削減効果:20W→
12W）×（696本（平成26年度LED化本
数）＋64本（平成29年度LED化本
数））｝］×12h（1日当たりの点灯
時間）×244日（平成29年度年間の点
灯日数×0.353kg-CO2/kWh÷1,000

=56.8t-CO2

｛（952基（平成26年度LED化箇所
数）×237kWh/基（平成26年度の1基
当たりの改修前後消費電力量差））
＋（842基（平成27年度LED化箇所
数）×162.33kWh/基（平成27年度の1
基当たりの改修前後消費電力量
差））＋（1224基（平成28年度LED化
箇所数）×128.07kWh/基（平成28年
度の1基当たりの改修前後消費電力量
差）+1661基（平成29年度LED化個所
数）×107.36kWh/基（平成29年度の1
基当たりの改修前後消費電力量
差）｝×0.353kg-CO2/kWh÷1,000

=246.18t-CO2

{0.113kWh/基（平成27年度の1基当た
りの改修前後消費電力量差）×19基
（平成27年度LED化箇所数）＋
0.181kWh/基（平成28年度の1基当た
りの改修前後消費電力量差）×2基
（平成28年度LED化箇所数）
+0.081kWh/基（平成29年度LED化個所
数）×2基}×11h×365日×0.353kg-
CO2/kWh÷1,000

=3.79t-CO2

環境に配慮した事業活動の推
進【業務・産業用燃料電池導
入補助事業】

(6.21) t-CO2

3.8 t-CO2

公共施設での率先した
環境配慮の推進
【街路灯のLED化】

246.2 t-CO2

t-CO2

環境に配慮した事業活動の促
進
【市場・商店街等省エネル
ギー・
省資源化促進事業】

13152 t-CO2 (17.7) t-CO2

公共施設での率先した
環境配慮の推進
【公園灯のLED化】

取 組 名
単年度 温室効果ガス

算 定 根 拠
削減見込 削 減 量

公共施設での率先した
環境配慮の推進
【本庁舎蛍光灯のLED化】

56.8



｛（982,048（平成26年度の電気使用
量）×0.353kg-CO2/kWh÷1,000）＋
（117,091（平成26年度の都市ガス使
用量）×2.15 kg-CO2/㎥÷1,000）｝
－（665,180（平成29年度の電気使用
量）×0.353kg-CO2/kWh÷1,000）＋
（135,108（平成29年度の都市ガス使
用量）×2.15 kg-CO2/㎥÷1,000）｝
※平成27年度に導入

=73.12t-CO2

9,863kW（出力規模）×1,051kWh/kW
（標準的な設備利用率（12％）で計
算した1kW当たりの年間発電電力量）
×0.353kg-CO2/kWh÷1,000

=3659.20t-CO2

（90kW（平成29年度設置の総出力規
模））×1,051kWh/kW（標準的な設備
利用率（12％）で計算した1kW当たり
の年間発電電力量）×0.353kg-
CO2/kWh÷1,000

=33.39t-CO2

20kW（平成28年度設置の総出力規
模））×1,051kWh/kW（標準的な設備
利用率（12％）で計算した1kW当たり
の年間発電電力量）×0.353kg-
CO2/kWh÷1,000

=7.42t-CO2

15kW（平成28年度設置の総出力規
模））×1,051kWh/kW（標準的な設備
利用率（12％）で計算した1kW当たり
の年間発電電力量）×0.353kg-
CO2/kWh÷1,000

=5.6t-CO2

（66kW（平成27年度設置の総出力規
模）＋15.4kW（平成28年度設置の総
出力規模））×1,051kWh/kW（標準的
な設備利用率（12％）で計算した1kW
当たりの年間発電電力量）×
0.353kg-CO2/kWh÷1,000

=30.2t-CO2

0.085kW（平成27年度設置の出力規
模）×10基（設置数）×1,051kWh/kW
（標準的な設備利用率（12％）で計
算した1kW当たりの年間発電電力量）
×0.353kg-CO2/kWh÷1,000

=0.32t-CO2

88,894kWh（平成29度発電実績）×
0.353kg-CO2/kWh÷1,000

=31.4t-CO2
（5.5kW（保育所）＋（13＋255+75＋
90）kW（学校）＋（22+15）kW（出先
機関））×1,051kWh/kW（標準的な設
備利用率（12％）で計算した1kW当た
りの年間発電電力量）×0.353kg-
CO2/kWh÷1,000
※平成26～28年度に導入した設備の
平成29年度発電相当分
=176.41t-CO2

小 計 18,107 t-CO2 4,267 t-CO2

公共建築物への自立分散型・
再生可能エネルギーの率先導
入
【既存設備の発電による削
減】

176.4 t-CO2

公共建築物への自立分散型・
再生可能エネルギーの率先導
入
【太陽光発電モデル事業】

31.4 t-CO2

公共建築物への自立分散型・
再生可能エネルギーの率先導
入
【蓄電池付太陽光屋外灯の導
入】

0.3 t-CO2

公共建築物への自立分散型・
再生可能エネルギーの率先導
入
【公共施設の屋根貸し事業】

30.2 t-CO2

公共建築物への自立分散型・
再生可能エネルギーの率先導
入
【地域振興センター等への太
陽光発電設備導入】

5.6 t-CO2

公共建築物への自立分散型・
再生可能エネルギーの率先導
入
【市営住宅等への太陽光発電
設備導入】

7.4 t-CO2

公共建築物への自立分散型・
再生可能エネルギーの率先導
入
【学校施設への太陽光発電設
備導入】

33.4 t-CO2

家庭や事業所での自立分散
型・
再生可能エネルギーの利用促
進
【フェニックス事業用地での
メガソーラー活用（県実
施）】

4955 t-CO2 3659.2 t-CO2

公共施設での率先した
環境配慮の推進
【防災拠点への創エネ機器等
の導入】

73.1 t-CO2



③ 民生家庭部門

（1,000kg-CO2/件（平成26年度の1件
当たりの平均年間CO2削減量）×34件
（平成26年度補助実績）＋51kg-CO2/
件（平成28年度の1件当たりの平均年
間CO2削減量）×10件（平成28年度補
助実績））÷1,000

=34.5t-CO2

｛（7.83kg-CO2/㎡（平成26年度申請
1㎡当たりの平均年間CO2削減量）×
8,730㎡（H26年度届出実績における
平均面積）×23件（H26年度届出実
績））
＋(27.29kg-CO2/㎡平成27年度申請1
㎡当たりの平均年間CO2削減量）×
7,193.82㎡（平成27年度届出実績に
おける平均面積）×17件（平成27年
度届出実績）)
＋(22.05kg-CO2/㎡（平成28年度申請
1㎡当たりの平均年間CO2削減量）×
16062.17㎡（平成28年度届出実績に
おける平均面積）×24件（平成28年
度届出実績）
＋(17.80kg-CO2/㎡（平成29年度申請
1㎡当たりの平均年間CO2削減量）×
34303.69㎡（平成29年度届出実績に
おける平均面積）×16件（平成29年
度届出実績）
＋(20.12kg-CO2/㎡（平成30年度申請
1㎡当たりの平均年間CO2削減量）×
9746.12㎡（平成30年度届出実績にお
ける平均面積）×15件（平成30年度
届出実績）)}÷1,000

=26120.78t-CO2

58,032.9kW（ZUTTOCITY街区における
平成29年度DRによる電力使用量の削
減量×0.353kg-CO2/kWh÷1,000

=20.49t-CO2

480㎡（平成28年度緑化面積）×
15.875kg-CO2/㎡（1㎡当たりのCO2削
減量）÷1,000

=7.62t-CO2

1㎡（ゴーヤ1株当たりの緑化面積）
×（1,470株（平成26年度配布数）＋
1,459株（平成27年度配布数）＋
1,405株（平成28年度配布数）+1,100
株（平成29年度配布数））×
15.875kg-CO2/㎡（1㎡当たりの平均
年間CO2削減量）÷1,000

=86.26t-CO2

水・緑による快適な都市空間
の創出
【学校等の壁面緑化】

86.3 t-CO2

水・緑による快適な都市空間
の創出
【本庁舎の壁面緑化】

7.62 t-CO2

尼崎版スマートコミュニティ
の構築
【尼崎版スマートコミュニ
ティ第1号認定事業によるDRの
取組】

20.5 t-CO2

低炭素で快適・良質な都市環
境の整備
【建築物環境性能評価制度
（CASBEE）
などによる環境負荷低減の取
組】

(26120.8) t-CO2

低炭素で快適・良質な都市環
境の整備
【環境モデル都市住宅
エコリフォーム助成事業】

20552 t-CO2 (34.5) t-CO2

算 定 根 拠
削減見込 削 減 量

取 組 名
単年度 温室効果ガス



1㎡（ゴーヤ1株当たりの緑化面積）
×800株（平成26年度配布数）＋166
株（平成27年度配布数）＋140株（平
成28年度配布数）+172株（平成29年
度配布数））×15.875kg-CO2/㎡（1
㎡当たりの平均年間CO2削減量）÷
1,000

=20.29t-CO2

（19,293㎡（平成26年度開発事業緑
化面積）＋3,696㎡（平成26年度建築
物緑化面積）＋12,433㎡（平成27年
度開発事業緑化面積）＋4,580㎡（平
成27年度建築物緑化面積）＋11,968
㎡（平成28年度開発事業緑化面積）
＋8,314㎡（平成28年度建築物緑化面
積）+8,446㎡（平成29年度開発事業
緑化面積）+1,812㎡（平成29年度検
建築物緑化面積））×15.875kg-CO2/
㎡（1㎡当たりの平均年間CO2削減
量）÷1,000

=1119.85t-CO2

（1,536kW（平成26年度新たに設置さ
れた10kW未満の太陽光発電設備の合
計出力規模）＋1,335kW（平成27年度
新たに設置された10kW未満の太陽光
発電設備の合計出力規模）＋1,109kW
（平成28年度新たに設置された10kW
未満の太陽光発電設備の合計出力規
模）+669kW（平成29年度新たに設置
された10kW未満の太陽光発電設備の
合計出力規模））×1,051kWh/kW（標
準的な設備利用率（12％）で計算し
た1kW当たりの年間発電電力量）×
0.353kg-CO2/kWh÷1,000

=1724.79t-CO2

（172世帯（平成26年度環境学習用品
貸出し件数）＋16世帯（平成26年度
うちエコ診断受診件数）
＋129世帯（平成27年度環境学習用品
貸出し件数）＋16世帯（平成27年度
うちエコ診断受診件数）
＋100世帯（平成28年度環境学習用品
貸出し件数）＋13世帯（平成28年度
うちエコ診断受診件数）+180世帯
（平成29年度環境学習用品貸出し件
数）+34件（平成29年度環境学習用品
貸出し件数））×0.2835t-CO2/世帯
（家庭での省エネ行動による一世帯
当たりのCO2削減量）

=187.11t-CO2

小 計 34,104 t-CO2 3,167 t-CO2

楽しみながら続けられる
エコライフの普及
【家庭用エネルギー見える化
機器の活用】

10480 t-CO2 187.1 t-CO2

市民や企業と築く
再生可能エネルギーの率先導
入

3072 t-CO2 1724.8 t-CO2

水・緑による快適な都市空間
の創出
【住宅等の壁面緑化】

1119.9 t-CO2

水・緑による快適な都市空間
の創出
【住宅等の壁面緑化】

20.3 t-CO2



④ 運輸部門

｛1.2t-CO2/台（1台当たりのNGVト
ラックのCO2削減量）×（7台（平成
26年度補助等による増加）＋7台（平
成27年度補助等による増加）＋1台
（平成28年度補助等による増加）+1
台（平成29年度補助等による増
加））｝＋｛1.85t-CO2/台（HVト
ラックのCO2削減量）×（14台（平成
26年度補助等による増加））＋10台
（平成27年度補助等による増加）＋7
台（平成28年度補助等による増加）
+32台（平成29年度補助等による増
加））｝＋｛0.92t-CO2/台（1台当た
りのEVのCO2削減量）×（18台（平成
26年度補助等による増加）＋21台
（平成27年度補助等による増加）+15
台（平成29年度補助等による増
加））｝＋｛0.67t-CO2/台（1台当た
りのPHVのCO2削減量）×（17台（平
成26年度補助等による増加）＋16台
（平成27年度補助等による増加）＋
30台（平成28年度補助等による増
加）+48台（平成29年度補助等による
増加）｝＋｛0.69t-CO2/台（1台当た
りのFCVのCO2削減量）×1台（平成26
年度導入台数）＋2台（平成27年度導
入台数）＋1台（平成28年度導入台
数）+2台（平成29年度補助等による
増加））｝

=263.94t-CO2

｛0.92t-CO2/台（1台当たりのEVの
CO2削減量）×（2台（平成26年度導
入台数）＋1台（平成27年度導入台
数））｝＋（0.69t-CO2/台（1台当た
りのFCVのCO2削減量）×1台（平成26
年度導入台数））

=3.45t-CO2

（50人（平成27年度エコあまフェス
タでのエコドライブシュミレーター
実践人数）＋9人（平成27年度実施ア
ンケートによるエコドライブ実践人
数）＋50人（平成28年度エコあま
フェスタでのエコドライブシュミ
レーター実践人数）＋7人（平成28年
度実施アンケートによるエコドライ
ブ実践人数）50人（平成29年度エコ
あまフェスタでのエコドライブシュ
ミレーター実践人数）＋6人（平成29
年度実施アンケートによるエコドラ
イブ実践人数））×0.3783t-CO2/年
（エコドライブによるCO2削減効果）

=65.07t-CO2

官民連携による次世代エコ
カーや
カーシェアリング等の普及促
進
【市役所でのエコカー率先導
入】

3.5 t-CO2

徒歩や自動車、公共交通で快
適に移動しやすいまちづくり
の推進
【エコドライブの推進】

65.1 t-CO2

算 定 根 拠
削減見込 削 減 量

官民連携による次世代エコ
カーや
カーシェアリング等の普及促
進、
グリーンロジスティクスの推
進
【エコカーの導入支援】

13656 t-CO2 263.9 t-CO2

単年度 温室効果ガス



（130台（平成26年度から平成27年度
のガソリン車減少台数）＋93台（平
成27年度から平成28年度のガソリン
車減少台数）＋461台（（平成28年度
から平成29年度のガソリン車減少台
数）)×147g/km（ガソリン車の1kmあ
たりのCO2排出量）×10,000km/台（1
年あたりのガソリン車1台の平均走行
距離）÷1000×47.66％（バス、鉄道
および自転車に乗り換えた場合のCO2
削減量）÷1000

=479.21t-CO2

小 計 13,656 t-CO2 812 t-CO2

徒歩や自動車、公共交通で快
適に移動しやすいまちづくり
の推進

479.2 t-CO2



⑤ 廃棄物部門

26,068,976kWh（平成29年度FIT売電
実績）×0.353kg-CO2/kWh÷1,000

=9202.35t-CO2

ごみ減量化・再利用・資源化の
推進

126.8 t-CO2
359,252kWh（クリーンセンターにおける
ごみ減量化等による削減効果）×
0.353kg-CO2/kWh÷1,000

=126.82.t-CO2

（1,628人（平成26年度子どもごみマ
イスター認定人数）＋1,321人（平成
27年度子どもごみマイスター認定人
数）＋1,500人（平成28年度子どもご
みマイスター認定人数）+1,746人
（平成29年度子どもごみマイスター
認定人数））×0.04㎏/人・日（1人1
日当たりのごみ削減量）×365日×
15％（燃やすごみの廃プラ率）×
2.69kg-CO2（廃プラを焼却処分した
際の排出係数）÷1,000（廃プラの削
減見込みからCO2排出量の削減量を推
定）

=36.50t-CO2

（1,047人（平成26年度エコバック配
布人数）＋1,209人（平成27年度エコ
バック配布人数）＋3,794人（平成28
年度エコバック配布人数）+1,590人
（平成29年度エコバック配布人
数））×0.0226 t-CO2/年（エコバッ
ク利用によるCO2削減効果）

=172.66t-CO2

小 計 1,328 t-CO2 336 t-CO2

産業部門 48,196 t-CO2 7,951 t-CO2

民生業務部門 18,107 t-CO2 4,267 t-CO2

民生家庭部門 34,104 t-CO2 3,167 t-CO2

運輸部門 13,656 t-CO2 812 t-CO2

廃棄物部門 1,328 t-CO2 336 t-CO2

合 計 115,391 t-CO2 16,532 t-CO2

現在は参考値であり、総活時に市全
体の削減効果測定を行う。

36.5 t-CO2

取 組 名
単年度 温室効果ガス

備 考
削減見込 削 減 量

算 定 根 拠
削減見込 削 減 量

ごみ減量化・再利用・資源化
の推進
【ごみ焼却での発電】

【温室効果ガス削減量集計】

ごみ減量化・再利用・資源化
の推進
【レジ袋削減キャンペーン】

172.7 t-CO2

ごみ減量化・再利用・資源化
の推進
【子どもごみマイスター制
度】

1328 t-CO2 （9202.3） t-CO2

取 組 名
単年度 温室効果ガス

（考察）

アクションプラン策定時の単年度削減見込の数値は、事業の実施による啓発効果及び市域への波及効果を見越して

の数値目標であり、取組による効果と定量化して事業効果を図ることができないものが含まれている。そのため、産業

部門、民生業務部門及び民生家庭部門については、取組による削減効果は参考数値として記載することとし、最終的

な削減効果は総活時に市全体の削減効果測定を行うことで算出することととする。

なお、ごみ焼却での発電による削減効果については、計画策定当初に削減目標に算定していなかったため、参考数

値として取り扱うこととする。

（考察）

アクションプラン策定時の単年度削減見込の数値は、事業の実施による啓発効果及び市域への波及効果を見越して

の数値目標であり、取組による効果と定量化して事業効果を図ることができないものが含まれている。そのため、産業

部門、民生業務部門及び民生家庭部門については、取組による削減効果は参考数値として記載することとし、最終的

な削減効果は総活時に市全体の削減効果測定を行うことで算出することととする。

なお、ごみ焼却での発電による削減効果については、計画策定当初に削減目標に算定していなかったため、参考数

値として取り扱うこととする。


















































